
2025 年度の取り組み 

はじめに、当社グループ会社 127 社を対象に、外部専門家の協力を得ながら、事業内

容と所在地（国·地域）に基づいて各社の潜在的人権リスクの高さを見積もりました。

その結果に基づき選定されたグループ会社（連結対象会社）37社に対して、質問票を

通じて人権の取組への対応状況を確認しました。 

【調査項目】 

 

調査項目における各質問を通じて、リスクを高める要因及びリスクを抑えるための活

動の状況について確認し、人権リスクの評価を行いました。その結果、人権DDの基

盤となるグループ人権方針の周知や多言語化、サプライチェーン管理の強化がグルー

プ共通の主な課題であることが確認されました。 



2026 年度の取り組み計画 

2025 年度の取り組みで確認されたグループ共通の課題については、グループ方針の再

周知やグループ各社との現地語版の作成などの対策を講じて参ります。また、2025 年

度調査対象外となったグループ会社（連結対象会社）を対象に、人権リスク評価を実

施します。さらに、人権DDの範囲をサプライチェーンにも順次、拡大していく予定

です。 

 


